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 《全 文》 

【文献番号】２５５４３８３６   

間接強制の申立事件
東京家庭裁判所平成２８年（家ロ）第３７４号
平成２８年１０月４日家事第３部決定

　　　　　　　決　　　定

債権者　■■■■
同代理人弁護士　棚瀬孝雄
同　戸田知代
債務者　■■■■
同代理人弁護士　長谷川武雄
同　久保田辰
未成年者　■■■■（平成１５年■月■日生）

　　　　　　　主　　　文

１　東京高等裁判所平成２８年（ラ）第１４２号面会交流審判に対する抗告事件（原審：東京家庭裁判所平
成２６年（家）第１０１５２号面会交流申立事件）の執行力ある決定正本に基づき，債務者は，債権者に対
し，別紙のとおり，未成年者と面会交流をさせなければならない。
２　債務者が，本決定の送達日以降，前項の義務を履行しないときは，債務者は，債権者に対し，不履行１
回につき１００万円の割合による金員を支払え。

　　　　　　　理　　　由

第１　申立ての趣旨等
　主文同旨
第２　当裁判所の判断
１　一件記録によれば次の事実が認められる。
（１）債権者と債務者は，平成１２年６月■日に，婚姻し，平成１５年■月■，未成年者が誕生した。
（２）債権者と債務者は，平成２３年に別居した。
（３）債権者は，平成２３年６月３日，■から帰国し，その後，未成年者と同居していた。
（４）債務者は，平成２３年７月１５日，未成年者を通っていた小学校から連れ帰り，以後，同居し，未成
年者は転校した。
（５）債権者は，平成２３年９月１２日，未成年者を通っていた小学校から連れ出したが，警察が介入し，
未成年者は債務者に引き渡された。
　債務者は転居し，未成年者を転校させて，現住所を明らかにしていない。債権者は，同日後，未成年者と
の面会交流をしていない。
（６）債権者は，平成２４年９月２１日，未成年者との面会交流を求めて調停の申立てをしたが（当庁平成
２４年（家イ）第７８６８号），平成２６年１０月２２日，不成立となり，審判に移行した。この間，債務
者は，試行面会及び未成年者の調査に応じず，面会が未成年者の福祉に反するとしてこれを拒み，その理由
として，債権者による育児放棄，連れ去りの危険及び未成年者による面会の拒否を主張し，間接強制になじ
まない旨主張した。
　当庁は，平成２７年１２月１１日，債務者の前記の主張をいずれも退け，審判をしたが，当事者双方が即
時抗告したところ，東京高等裁判所は，平成２８年４月１４日，債務者の前記主張をいずれも退け，別紙の
面会を認める旨決定し，同決定が同月１８日確定した（以下，同決定を「確定決定」という。）。
（７）債務者が，確定決定に従わず，その第１回面会交流に応じなかったため，債権者は，次回の面会につ
き履行勧告の申立てをしたが，債務者は確定決定に従わなかったため，債権者は本件申立てをした。
（８）当裁判所が民事執行法１７２条３項により，債務者の申述を求めたところ，債務者は面会交流を拒絶
する旨述べ，その理由としては，債権者によるネグレクト及び未成年者の連れ去り並びに未成年者の拒否を
挙げる。また，間接強制を認めるべきでない理由として，未成年者の拒否をいい，その意思を尊重すべき旨
及びそれを前提とする監護者の限界を主張する。
（９）債務者の平成２７年の年収は給与収入合計２６４０万円である。
２　債務者が間接強制について述べる点は，未成年者の年齢及びその意思（面会の拒否）並びにそれを前提
とする監護親の限界をいうものであるが，年齢については，要は，債務者が確定決定に従わず，面会交流に
応じない間にも，未成年者は成長を続けているということであり，乙４記載の未成年者の面会の拒否につい
ても，前記確定決定が当時提出された未成年者の手紙によって意思を認定し得ないとした事情が改められた
とは認められず，債務者の主張は採用し難い。
　また，債務者が面会交流をさせられない事情として主張する点は，前記のほか，既に確定決定で退けられ
たことの繰り返しであり，理由がない。
３　そうすると，債務者は債権者に対し，速やかに未成年者との面会を認めるべき義務があることは明らか
であるところ，本件の経緯等にかんがみると，もはや任意の履行を期待することは困難な状況にあることか
ら，間接強制の方法によって実現を図る必要及び理由があり，債務者の資力その他を考慮し，民事執行法１
７２条１項により，間接強制の方法として主文のとおり定めるのが相当である。
平成２８年１０月４日
東京家庭裁判所家事第３部
裁判官　棚橋哲夫

別紙

（１）月１回　第１日曜日　午前１１時から午後４時まで
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（１）月１回　第１日曜日　午前１１時から午後４時まで
（２）債務者は、（１）の面会交流開始時間に，■の改札口において，債務者又は債務者の指示を受けた第
三者をして債権者に未成年者を引き渡す。　
（３）債権者は，（１）の面会交流終了時間に，■駅の改札口において，債務者又は債務者から事前に通知
を受けた債務者の指示する第三者に対し未成年者を引き渡す。
（４）当事者や未成年者の病気や未成年者の学校行事等やむを得ない事情により，上記日程を変更する必要
が生じたときは，上記事情が生じた当事者が他方当事者に対し，速やかにその理由と共にその旨を電子メー
ルによって通知し，債権者及び債務者は，未成年者の福祉を考慮して代替日を定める。
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